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巻頭言
「ネガティブ・ケイパビリティ」

CSR･ブランディング委員長　荒川　壮一

や概念は 200 年以上も前にあったそうです。た
だ、日本語訳はいまだ定まっておらず、「消極的
能力」、「消極的受容力」、「否定的能力」など数多
くの訳語が存在するとのこと。いずれにしろ、「ネ
ガティブ」というワードはあまり好まれるもので
はありません。
しかし、小説家であり精神科医でもある著者の
帚木蓬生氏は、この概念を「どうにも答えの出
ない、どうにも対処しようのない事態に耐える
能力」、あるいは「性急に証明や理由を求めずに、
不確実さや不思議さ、懐疑の中にいることができ
る能力」と説明しています。とかく「答え」をす
ぐに求めてしまうのが人間の性（さが）ですが、
ある事案に関して考え過ぎず、あえてネガティ
ブ（消極的）に付き合うことも立派な能力である
ことを知りました。これは、コロナ禍を生きるい
まの私たちにとても有効なそれではないでしょう
か。
では、どうすればその能力を得ることが出来る
のか。もちろん私もすぐそう考えました。でも、
その考え方自体がもう「ネガティブ・ケイパビリ
ティ」とは真逆で、「答え」を求めてしまってい
ることにも気づきました。
「ネガティブ・ケイパビリティ」という概念そ
のものにも執着せず、曖昧にしておくこと。それ
が一番の近道なのかも知れません。ケセラセラで。

年明けにはあったはずの「平和な日常」を懐か
しく思います。
対岸の火事だと思っていた「ダイヤモンド・プ
リンセス号」内での新型コロナウィルス集団感染
が報道され始めたのは、確か2月上旬だった記憶。
その後、国内に感染は急速に広がり、たった2ヶ
月後には緊急事態宣言が発令されました。そして、
一旦は落ち着いたと思われた状況も長くは続かず、
8月中旬現在、またウィルスは猛威を振るい始め、
社会に不安と閉塞感を与え続けています。
平和な日常はいつ戻ってくるのでしょうか？ワ
クチンの開発～普及を待たないといけないのでし
ょうか？変異を続けているとの見解もあるウィル
スですが、ワクチンとの「いたちごっこ」にはな
らないのでしょうか？東京オリンピックは開催で
きるのでしょうか？
それとも「新しい生活様式」がノーマルとなり、
もう元には戻れないのでしょうか？
沢山の疑問でアタマがいっぱいになる中で、ひ
とつだけ分かったことは、答えやゴールが見えな
い状況というのは、かなりのストレスであるとい
うことです。
そんな中、先日とある本を偶然見つけました。
タイトルは「ネガティブ・ケイパビリティ」。発
行はコロナ禍を遡ること 3年前です。
「ネガティブ・ケイパビリティ」というワード
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■全印工連

「印刷業経営動向実態調査」結果報告

1人当たりの売上高前年比4.7%増、4年ぶりの増加
全日本印刷工業組合連合会（滝澤光正会長、全印工連）で

は、毎年中小印刷業経営動向を的確に把握するため「印刷業
経営動向実態調査」を実施している。この程、令和元年度の実
態調査結果が発表された。令和元年11月から同2年2月にか
けて実施され、全組合員を対象にインターネット上での調査
を行ない、4,173社のうち290社（有効回答232社）から回答
を得て集計された。 

同調査は、売上高、加工高、原価状況、損益状況、人員構成、
および、労働時間など所要事項の調査と、これらに密接な関
連をもつ事項を継続的に実施し、その結果から、経営にとっ
て欠かすことのできない重要な経営数値を把握し、経営戦略
の決定に資することを目的としている。

有効回答企業の平均就業者数は61.7人（前年比△2.8％）。
1人当り純売上高は18,309千円となり4年ぶりに増加し

た。また、製品別売上高構成比は、商業印刷（43.9％）、事務
用印刷（21.2％）、出版印刷（13.1％）、包装印刷（8.5％）の順
で、上位4製品で全体の86.7％を占めている。生産方式と受
注先では、印刷機種別売上高構成比は、オフセット枚葉印刷
機（63.5％、前年差△0.1）、オフセット輪転印刷機（11.0％、
△0.1）、デジタル印刷機は11.3％（前年差＋0.7）となり、
受注先は、印刷業（24.8％）、国・自治体（13.2％）、その他

（62.1％）となった。
収益性では、営業利益率2.1％、経常利益率2.8％と営業利

益率・経常利益率とも昨年調査からほぼ横ばいであったが、
加工高比率は3年ぶりに低下して史上最低の47.0％となっ
た。製品別の売上高構成比は、商業印刷・事務用印刷・出版印
刷・包装印刷のシェアには大きな変化がない一方、受注先は

一般民間企業が増えている。また、印刷機種別の売上高構成
比はデジタル印刷機がオフセット輪転機を超えて、印刷方式
が徐々に変化していることがわかる。

安全性をみると、自己資本比率・流動比率は長期的な改善
傾向が続いて財務安全性は充分な水準にあり、短期債務へ
の支払能力も備えている。反面、安全余裕度は充分といえる
水準になく、財務構造には問題ないものの収支構造が課題と
なっている。

生産性では、1人当り売上高は4年ぶり、1人当り加工高は5
年ぶりに下げ止まった。1人当り機械装置額は21世紀の最少
額を2年連続で更新した反面、1人当り人件費は2年連続で増
加した。これらの結果から投資が設備から人員に向かってい
る様子がうかがわれる。結果、生産性は改善したものの収入
に占める人件費と固定費の相対的な重さが増したため、収支
の改善には至らなかった。

人的資源をみると、長期的に人員配置の重点が管理部門か
ら生産部門にシフトするような傾向が続いたが、平成28年以
降はこの傾向が見られなくなって、近年は部門ごとの人員配
置が固定化する傾向にある。ただし内訳を見ていくと生産部
門内において、プレスが減ってプリプレスとポストプレスが
増えるような人的資源配置の組み換えが進んでいることが確
認できる。

調査結果では、「生産性を収益性に結び付けることが課題に
なっていること、安全性には大きな問題の見られないこと、
収益性と生産性向上のためには費用増加を吸収するだけの成
長性獲得が何より業績改善への大きなカギを握ることが浮か
び上がった」と指摘している。

103-8233東京都中央区日本橋3-7-20ディーアイシービル103-8233東京都中央区日本橋3-7-20ディーアイシービル103-8233東京都中央区日本橋3-7-20ディーアイシービル
103-8233東京都中央区日本橋3-7-20ディーアイシービル
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※令和元年度「印刷業経営動向実態調査」を報告した。詳細
（全国集計結果：売上高、生産方式と受注先、収益性、安全性、
生産性、人的資源。さらに、地区別の集計結果など）について
は、全印工連HPから確認することができる。また、実態調査

とともに「経営戦略アンケート」についても公開している。
（12 〜 13ページに詳報）

https://www.aj-pia.or.jp

　□売上高構成比
　1人当り売上高は18,309
千円で、3年連続の減少か
ら転じ前年比4.7%増とな
り、材料費・外注加工費の割
合も前年より増加した。商
品仕入れの割合は前年より
も減少したが、1人当たりの
加工高は8,604千円（前年
比1.2%増）、1人当たり純加
工高は7,738千円（前年比
1.7%増）と増加した。

　□経営諸数値
　機械装備額は前年より減
少傾向にある。一方、人件
費は増加傾向にあり、加工
高対人件費率は58.9%（前
年は59.0%）と高い数値と
なった。営業利益率は2.1%
（前年比0.1ポイント増）、経
常利益率2.8%（前年比0.1
ポイント減）、自己資本比率
は前年の46.4%から0.3ポ
イント減の46.1%であった
が、昨年に続き高い数値と
なった。

　□売上高分野別構成比
　「商業印刷」（43.9%）、「事
務用印刷」（21.2%）の2分野
で65.1%と6割強を占めて
いる。出版印刷、包装印刷、
その他特殊印刷と続く。出
版印刷は昨年より微減であ
るが長期的にみれば史上最
少を更新。これに比べ、その
他特殊印刷は史上3番目の
多さで長期的には増加傾向
がみられる。
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●身近な催し物のお知らせ

開催日時 事業・行事、場所、備考

9月22日（火）
　13時～ 

事 業 名 断裁機取扱者特別教育「実技講習」①

場 所  木村紙商事㈱

備　 考 ※待機者を対象に実施　
※「密」を避けるため、定員10名程度で実施

令和2年9月10日以降の事業

「全国労働衛生週間は、昭和25年から毎年実施され、今年
で71回目となります。本週間は､ 労働者の健康管理や職場環
境の改善など労働衛生に関する国民の意識を高めるととも
に、職場における自主的労働衛生管理を促し、労働者の健康
を確保することなどを目的としています。

本年は、「みなおして　職場の環境　からだの健康」をス
ローガンに、9月1日から30日までを準備期間、10月1日から
7日までを本週間として全国一斉に実施されます。

労働衛生に関わる皆様方のご努力の下､ 事業場の労働衛生
水準は確実に向上していますが、現在もなお､ 多くの業務上
疾病が発生しています｡ 愛知県における令和元年の業務上
疾病は、昨年より3件増加し、休業4日以上となった方が416
名、うち6名は死亡に至るものとなりました。亡＜なられた方
の内訳は、3名が過重な業務による脳血管疾患・心臓疾患等、
1名が強い心理的負荷を伴う業務による精神障害、2名が熱中
症によるものです。

労働者が仕事によって健康を損なうことは、本来あっては
なりません。過労死や精神障害による死亡を防ぐためには、

「働き方改革」をさらに進め、併せて長時間労働による健康障
害の防止対策及びメンタルヘルス対策を推進することが必要
です。

また本年、「溶接ヒューム」等が、労働者に神経障害等の健
康障害を及ぼす恐れがあるとして新たに特定化学物質障害
予防規則の規制対象とする改正が行われた他、建築物等の解

体・改修工事における石綿ばく露防止のために事前調査の強
化等を図る石綿障害予防規則等の改正が行われました。さら
に、高年齢労働者が安心して働ける職場環境づくりや健康づ
くりを目指し、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイ
ドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）が公表されま
した。これらの法令改正やガイドラインを踏まえて、適切な
労働衛生管理を進めていく必要があります。

健康であることは働く上での基本です。本年については、
各事業場において新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
に配慮しつつ、全国労働衛生週間を機会とした取組を進めて
いただき、スロ一ガンのとおり、職場環境とからだの健康の
みなおしに努められますようお願いします」。

　　　　　　　※　　　　　　　　※
「愛知局版労働衛生週間実施要綱」は、愛知労働局ホームページ

（https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/）で検索。

令和2年度の全国労働衛生週間が、「みなおして　職場の環境　からだの健
康」をスローガンに、10月1日から7日までの間、全国的に展開されます。
今回で71回目を迎える全国労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識

を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動を通じ、労働者の健康確
保を目的に展開されており、大きな役割を果たしてきています。今年度も愛知
労働局では、「愛知局版労働衛生週間実施要綱」を作成、当組合にも〝積極的に取
り組んでいただきたい〟との周知・啓蒙の通達がありました。それに併せ、愛知
労働局木原亜紀生局長よりコメントが寄せられましたのでご案内します。

令和2年度 全国労働衛生週間の実施について
愛知労働局より

スローガン

「みなおして  職場の環境  からだの健康」

令和2年度（第71回）　
全国労働衛生週間
を迎えるにあたって

愛知労働局長　
木原亜紀生
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2019年工業統計調査結果（確報）が2020年6月2日に公表
されました。

愛知県全体の事業所数は15,322件で、前年に比べ254事
業所減少（△1.6%）しました。印刷業は、635件
で、前年に比べ16事業所減少（△2.5%）しました。

愛知県全体の従業者数は、863,149人で前年
に比べ17,074人増加（＋2.0%）しました。印刷業
は、14,440人で前年に比べ512人減少（△3.4%）
しました。

愛知県全体の製造品出荷額は、48兆7,220億円
で、前年に比べ１兆7,540億円増加（＋3.7%）しま
した。業種別構成比でみると、輸送機械が55.3%

（26兆9,342億円）と最も大きく、次いで電気機
械、鉄鋼、生産用機械、食料品の順になります。

次に、愛知県の印刷業の「事業所数」と「製造品
出荷額」についてみてみます。
（１）事業所数 （従業者4人以上） 
事業所数は、この10年減少傾向ですが、組合の

組織率としては、約3割を保っています。
2018年の事業所数は、635件で、2009年963

件から34%減少しました。2018年の組合員数は
211件で、組織率は33.2%。2009年の組合員数
は282件で、組織率は29.2%です。
（２）製造品出荷額
製造品出荷額は、減少傾向が続き市場規模が縮

小していることを表しています。しかしこれを一事
業所あたりで見てみると額は増加傾向にあります。

2018年 の 製 造 品 出 荷 額 は、3,041億 円 で、
2009年の3,936円から22.7%減少しました。こ

全国及び愛知県の製造品出荷額などの産業構成比

□工業統計に見る愛知県の工業

  製造品出荷額は減少傾向
　 一事業所当たりでは増加傾向

れを一事業所あたりで見てみると、2018年は4億７千9百万
円、2009年は４億9百万円で、17.1%増加しています。

また、一従業員あたりでは、2018年は21,060千円、2009
年は19,937千円で5.6%の増加です。

※統計資料は、愛知県統計課公表
全国及び愛知県の製造品出荷額等の産業構成比
※経済産業省が公表した経済産業省令和元年度工業統計

（産業別統計表・平成30年度実績）確定版は、全印工連発行の
「日本の印刷」に掲載されます。
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理事会は、鳥原理事長を議長に議案審議に入った。
組合員の加入・脱退報告の後、各委員会事業報告では、三役

直轄事業・ゴルフコンペの中止を木村吉伸副理事長、第11回
ポスターグランプリについて岩瀬清副理事長が、「作品募集は
8月20日〜 9月5日。作品展は11月3日〜 8日の6日間愛知県
美術館8階展示室EFで開催する。表彰式は11月3日愛知県芸
術文化センター 12階アートスペースAで行なう」と報告。

CSR・ブランディング委員会事業を荒川壮一委員長、経営
革新委員会事業を箕浦靖夫委員長、教育委員会事業を加藤義
章委員長、労務・新人教育委員会事業を西森重文委員長、組
織・共済委員会事業を岩瀬副理事長、名古屋而立会事業を冨
田章裕理事がそれぞれ行なった。

また、支部活動報告は、東北支部を太田善久支部長、西支部
を加藤朗支部長、知多支部を久野彰彦支部長、西尾張支部を
森俊一郎支部長、西三河支部を杉谷芳紀支部長、東尾張支部
の高橋伸幸支部長、東三河支部を水野順也支部長、東南支部
を田中賢二副理事長、名南支部を堀裕史支部長、中村支部を
箕浦靖夫理事がそれぞれ行なった。

次いで、岩瀬副理事長から全印工連が隔年で行なっている
組合員台帳調査への協力要請がされた。

その後、中部地区印刷協議会上期会議（Zoom会議）の報告
が行なわれた。分科会の報告者は次の通り。

経営革新・マーケティング分科会／箕浦委員長、環境・労務
分科会／荒川委員長（環境）・西森委員長（労務）、組織・共済分
科会／岩瀬副理事長、教育・研修分科会／加藤委員長、取引公
正化分科会／河原専務理事、理事長会／鳥原理事長。

理事会は、河原善高専務理事の司会進行で進められ、冒頭、
挨拶に立った鳥原理事長は次のように述べた。
「非常に消費が落ち込んで不安な中、コロナも第２波の様

相を呈しており、これから我々の仕事をどのようにしていく
か厳しいものがある。昨日の新聞で意外な業界が厳しいこと
を知った。それは自動販売機の業界である。自動販売機は一
部を除けば定価で商売ができる機械であるが、人が多いとこ
ろに置くことで収益が上げられる。リモートによりオフィス
街から人が消え自販機の売れ行きが悪くなって、撤退すると
ころも増えている。今までは人が集まるところに収益が集ま
るというのがビジネスモデルであった。この正しいと思われ
ていたビジネスモデルでも、コロナが足枷になっているのが
現状である。これからの新たな時代では、『今までこうだった』
とか『今までのデータでは』との切り口が通用しなくなった。

愛印工組では新たな委員会構成になり、今までとは違った
切り口、今までやれなかった研修、そして集合研修に参加で
きなかった方も気軽に参加できるようなメニューを多数用意
して、組合サービスに努めたいと思っている」。

愛知県印刷工業組合（鳥原久資理事長、愛印工組） の令和2年
度7月期理事会（第2回）が、7月28日15時30分より、メディアー
ジュ愛知3階会議室において、リアルとZoomの参加で開催され
た。理事会では、委員会事業・支部活動、中部地区印刷協議会上期
会議などが報告された。出席者は本人出席とZoom参加合わせて
25名。

リアルとZoomで開催 挨拶をする鳥原理事長

愛印工組・7月期理事会

気軽に参加できるメニューを
多数用意

中部地区印刷協議会上期会議
（Zoom会議）報告
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三重県印刷工業組合（水谷勝也理事長、三重工組）と石川県
印刷工業組合（吉田克也理事長、石川工組）は、災害時におけ
る支援協力に関する協定を締結した。この協定は、三重工組・
石川工組のいずれかの組合員が、大規模な自然災害などで業
務ができなくなった場合に、協力依頼を受けた組合が印刷物
作成を代行できる所属組合員を紹介するなどの支援を行な
う。また、平常時から相互の連絡体制や災害発生時の具体的
対応に関する情報交換を行なうとともに、組合員や関係機関
に対し協定の普及・啓発に努める、というもの。

三重工組と石川工組は共に全日本印刷工業組合連合会（全
印工連）・中部地区印刷協議会（大洞正和会長、中部地区協）の
メンバーであることから、当初は、中部地区印刷協議会上期
会議（三重県会議）で締結式が執り行なわれる予定であった
が、新型コロナウイルス感染拡大の影響で今年度の中部地区
協上期会議が中止となったため、協定の締結は両組合で協定
書の書面を送り合い、それぞれの理事長が署名捺印する形で
行なわれた。

三重工組の水谷理事長は、「三重県は南海トラフ地震で甚大

な被害が予想され、近年は全国各所で風水害の被害も発生し
ています。さまざまな自然災害の発生が危惧される中、印刷
物を安定的に供給できる態勢を構築しておきたいとの思い
から、石川工組に呼び掛け協定を結ぶことにしました。石川
工組は同じ中部地区協の仲間であるとともに三重工組とは
一定の地理的距離があります。今後は組合員の皆さんだけで
なく、取引先の皆さんにも協力協定について認知していただ
き、安心して仕事を発注してもらえればと考えています」と
述べている。

全日本印刷工業組合連合会（全印工連、滝澤光正会長）は、今年10月9・10日の両日に開催を予定し
ていた「2020全日本印刷文化典長野大会」の1年延期を決定した。

全印工連と長野大会を主管する関東甲信越地区印刷協議会及び長野県印刷工業組合では、今般の新
型コロナウイルス感染拡大を注視しながら、開催に向けた準備を進めてきたが、現下の情勢に鑑みや
むなく開催1年延期を決定することとなった。

全日本印刷文化典は、全印工連傘下の全国の組合員が一堂に会し団結と協調を確認するとともに、
地域の振興発展に資することを目的に開催されてきた。長野県では、昭和36年以来の開催でもあり

「届けたい―夢、希望、感謝」をテーマに、Face To Faceで、「印刷産業の未来を語り合い思いを共有で
きる場」の実現を目指してきたが、安心・安全な状態で全国の組合員に参加してもらうことが難しいこ
と、加えて、中小印刷業界としての新型コロナウイルス感染拡大防止の責務と重要性に鑑み、開催延期
を決定した。

なお、当初の開催日である今年10月9日には、オンラインによる「全印工連フォーラム」を開催し、組
合員への向けた情報発信を行なう予定でいる。

支援協力に関する協定書

三重工組・石川工組

「災害時における
　 支援協力に関する協定」を締結

全日本印刷文化典
長野大会１年延期

全印工連フォーラムを
オンラインで開催予定
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荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に
向けたガイドライン　紙・パルプ（洋紙・板紙分野）物流編

経産省・国交省・厚労省による
持続可能となる関係者の取り組みを促進

紙の物流ガイドライン

材の3分野）について、それぞれ懇談会を設置し検討を重ねて
きた。洋紙・板紙分野では、印刷媒体の電子化などに伴い物流
の減少が予想される中、運送事業者やドライバーの負担が大
きい不十分なリードタイムでの発注や少量多頻度納品など、
旧来の商習慣を見直すことが急務とされた。

■課題解決策と改善事例
ガイドラインでは、課題解決策として次の項目を挙げ、そ

れぞれ取り組みのポイントと改善事例を示している。
○車両集中の分散化⇒荷下ろし時間の事前指定、混雑時を

避けた配送など。
○手荷役の解消⇒荷主とのパレットの共有化の促進、専用

パレットの活用。
○円滑な出荷・荷受け体制の整備⇒発荷主からの配送状況

の提供、出荷効率を優先した生産体制の構築。
○輸送効率改善に向けた荷姿の変更⇒荷主側施設の仕様変

更に伴う荷姿の見直し。
○附帯作業の見直し⇒軒先荷下ろし後の付帯作業を分離。
○リードタイムの見直し、厳格な運用⇒受注締め切り時間

の厳格な運用、受発注締め切り時間の早期化、納品リードタ

■ガイドライン策定の経緯
今回のガイドラインは、2018年に設置した「紙・パルプ（洋

紙・板紙分野）の物流における生産性向上及びトラックドライ
バーの労働時間改善に関する懇談会」において検討された結
果を踏まえて策定された。トラック運送業においては、ドラ
イバー不足が大きな課題になっており、調査の結果、荷待ち
時間が特に多かった輸送分野（紙・パルプ、加工食品、建設資

経済産業省、国土交通省、厚生労働省は「荷主と運送事業者の協力による取引環境
と長時間労働の改善に向けたガイドライン　紙・パルプ（洋紙・板紙分野）物流編」を
策定し公表した。このガイドラインでは、リードタイムの確保、発注量の平準化、共
同輸送の実施、納品場所・回数などの集約、付帯作業の見直しなどの対応策を具体的
に示している。今回、用紙・板紙分野の物流に関わるサプライチェーン関係者（製紙
会社、出版社、印刷会社、物流会社など）が課題解決を前進させるため、各省が連携し
て関係業界団体や個別企業への周知を図り、活用を強く促していく考えを示してい
る。

紙・パルプ（洋紙・板紙分野）物流編

30分以上の待ち時間が生じた件数
（輸送品目別）
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20１8年に130周年を迎えました。

おかげさまで１30周年

イムの緩和。
○発注量の平準化⇒着荷主の生産計画に即した納品数量の

平準化、パレット単位受注への移行、週単位・日単位における
発注量の平準化。

○納品場所、納品回数などの集約⇒納品場所、納品回数、納
品日・時間・曜日の集約。

○事業者連携による保管・輸送の共同化⇒共同保管・共同輸
送。

■今後の取り組みの方向性
洋紙・板紙分野の物流における今後の取り組みの方向性に

ついては、次のように解説を加えている。
共同輸送の実施に関しては、十分なリードタイムの確保が

必要となることから、発注期限の前倒しを提唱している。具
体的には、「可能な限り発注から納品までの期限を中1日以上

とすることが望ましい」とし、さらに、「印刷工場などの紙の
発注元、印刷工場に印刷を依頼する出版社・広告代理店など
の関係者と、下版日の早期化を検討することも含め、速やか
に協力関係を構築する必要がある」と促している。

さらに、物流の平準化では、「出版物の発売日や出版社の
印刷会社への発注の納期の設定が、洋紙・板紙のサプライ
チェーン全体の物流に大きな影響を与える」とし、特に物流
の多い雑誌の発売日の速やかな分散化を指摘している。ま
た、コンビニエンスストアなどの小売店舗への配送に関し
ては、書籍・雑誌の少量多頻度輸送となり、運送事業者の収
益確保の困難につながっている。これらについても、ストア
チェーンにまたがった共同輸送や納品方法の簡素化など、輸
送効率化に向けた取り組みの必要性を強調している。

◎リードタイムの確報⇒発着荷主の受発注プロセ
スを共有化するなど、関係者間で十分協議することが
重要。また、受発注締め切り期限を厳格に運用する。
◎少量多頻度納品の効率化⇒物流の平準化、共同輸

送の実施、納品場所、納品回数などの集約化を図って
いく。
◎荷待ち時間の削減⇒予約受付システムの運用な

ど、車両集中の分散化法を実施する。
◎附帯作業の軽減⇒発着荷主は契約書面に納品時

の付帯作業の内容や実施者などについて明記する。パ
レット納品を可能とするため導入課題を協議する。
◎繁閑差の平準化⇒平準化が関係者全体のメリッ

トに繋がると認識し、週単位、日単位など波動の分散
化を関係者で協議する。

紙・パルプ（洋紙・
板紙分野）物流の
課題の発生個所

主な対応策
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全印工連

経営戦略アンケート
■「変えた事業領域について」
部門ごとに見てみると、プリプレス部門については、全体

では「デザイン部門の強化」（45.0%）がトップであるが、上
位20社では「企画部門の強化」（85.7%）が圧倒的に多くを
占めた。プレス部門においては、全体では「オフセット以外
の印刷設備（デジタル印刷機）を導入した」（50.3%）が目立
ち、上位20社では「デジタル印刷機の導入」と「UV化した」
が（38.5%）と同率であった。ポストプレス部門では、全体
が「製本加工設備を導入した」が（59.2%）あり、上位20社で
は「それ以外の加工設備を導入した」が（50.0%）であった。
一方、「印刷関連以外」では、全体が「WEB制作を強化した」

（39.5%）であり、上位20社でも「WEB制作を強化した」が
（41.7%）を占めた。
■「近年（1〜 2年）の重点的な営業的取り組み」
全体では「既存顧客の深堀営業で業績向上」が（43.5％）、

「新規顧客の開拓で業績向上」（40.2％）と続く。上位20社で
は「新規顧客の開拓で業績向上」が（42.1％）、「既存顧客の深
堀営業で業績向上」（36.8％）と逆になっている。
■「今後取得したいと考えている認証」

■「今後の設備投資について」
全体では「必要性が出た時は積極的に行なう」（50.4%）が

トップであるが、上位20社では「今後も毎年必要なモノに対
し、設備投資を行なう」（55.0%）が最多になった。「設備投資
はしない」との回答は上位20社ではなかったが、全体では
7.8%あり、設備投資に対する姿勢の違いがみられる。

「今後の設備投資につい
て」

「現在取り組んでいる、ま
たは、取り組みたい、組合
が進めている企業価値を
高める取り組み」

全日本印刷工業組合連合会は令和元年度「印刷業経営動向実態
調査」の結果（別項に詳報）を発表した。併せて実施した「経営戦略
アンケート」についても公開された。アンケート調査は、企業経営
に係る14の設問に対して、回答企業全体と経営利益率上位20社
の比較が行なわれており、両社における戦略の違いなどが見て取
れる。調査は昨年11月から今年2月にかけて全組合員を対象にイ
ンターネット上で行なわれ、290社（有効回答232社）から回答を
得た。以下、アンケート項目を抜粋し紹介する。
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C3080広告【サイズ：（H）64×（W）170mm】

媒体名：「あいちの印刷」5月号

PPG営業統括部
西日本営業統括部  営業1部

〒460-0008 名古屋市中区栄2-9-15 三井住友海上名古屋しらかわビル11F
TEL.052-229-4624　 http://konicaminolta.jp/pr/odp

インテリジェントクオリティオプティマイザー［IQ-501］※1に
より、色管理・表裏見当調整を自動化。印刷中も高品質を
保つリアルタイム監視・補正機能や自動プロファイル作成
機能、さらにリアルタイム自動検品機能※2も備え、スキルレス
かつ最小限の工数で高品質な印刷物を安定提供できます。

高精度な検品を自動で行い、作業の省人化や品質トラ
ブルの低減を実現します。

スキルレスオペレーションを実現する
プロダクション印刷システム

Less human touch & Less human error

※1：オプション　※2：IQ-501の他に追加でオプションが必要です。
※写真はC3080にオプションを装着したものです。

リアルタイム自動検品機能搭載※2

公的認証については、全体が「Pマーク」（37.7％）、上位20
社では「ISO27001（ISMS）」、「Pマーク」、「エコアクション
21」、「えるぼし認定」がともに25.0％で同率を示した。一方、
組合認定では、全体は「GP認定」（34.4％）、上位20社は「環境
推進工場」（50.0％）となった。
■「組合が進めている企業価値を高める取り組み」
全体、上位20社ともに「働き方改革への取り組み」（18.0％

と22.5％）がトップで、次いで、両社とも「見える化」、「M&A」
の順に回答が多かった。
■「今後の印刷業界でどのような分野が伸びるか」
全体では「販促品」（12.1％）がトップ、次いで、「WEB制

作」、「書籍・記念誌・広報・PR誌」が続く。一方、上位20社では
「パッケージ、包装」（16.7％）がトップで、次いで、「アプリ、
システム開発」、「WEB制作」の順になり、ここでも違いがみ
られる。
■「今後の戦略における目指す方向性」
全体、上位20社において、「印刷業を中心に業態を変えてい

く」（31.8％と30.0％）が多く、次いで、「現状の事業領域の中
で拡大を目指す」、「印刷の特定分野の専門性を高める」が続

き、両社に差は見られなかった。
■「今後、成長するために必要なモノ」
社員に求めるものとして、全体、上位20社ともに「マーケ

ティング」が（35.8％と33.3％）でトップ。次いで、「システム
開発」、「プリプレス」になっている。一方、設備面では、全体
が「印刷業界でのその他の分野」（25.6％）、「ポストプレス」

（20.0％）、「プレス」（19.3％）の順で、上位20社では、「プレ
ス」（34.6％）、「プリプレス」（23.1％）となり、力を入れてい
る分野の違が分かる。
■「今後、成長するために取り組む顧客へのソリューショ

ン（市場や顧客の課題解決）はどの方向か」
全 体 で は、「地 域 活 性 化 支 援 の 製 品・サ ー ビ ス 強 化」

（23.7％）と「印刷サービスや付帯サービスの特化」（22.0％）
が上位となった。一方、上位20社では、「特定分野（顧客のリ
クルート、広報、業務委託などの支援）へのサービス特化」が
トップで、全体と同様に「印刷サービスや付帯サービスの特
化」も挙がった。

「今後の戦略における目指
す方向性について」

「今後、成長するために取
り組む顧客へのソリュー
ション（市場や顧客の課題
経穴）はどの方向か」
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■情報ひろば
超特大写真集（B2サイズ）

SUMO本「東大寺」刊行

太美工芸制作のステッカーが宇宙へ

Hourglassミッションで使用

光文堂
「PrintDoors2021」

出展社募集
会場は、ポートメッセなごや

　小学館が B2 サイズの超特大写真集「東
大寺」を刊行した。この写真集は、「寺社
仏閣、歌舞伎、絵画作品など、日本の世界
に誇るべき文化をありのままに、本の形で
後世に伝えていく」との発想で、実際に見
るよりも緻密な写真を超特大写真集として
制作されている。その創刊第 1 号となる。
　制作は、NISSHA ㈱が担当し、印刷に
は、コニカミノルタジャパン㈱が販売する
29 インチ枚葉 UV インクジェット印刷機

「AccurioJetKM-1」が使用された。
　写真集は、写真家の三好和義氏がライフ
ワークとして取り組んできた約 10 年にわ
たる傑作約数千点の中から全 215 点を厳
選し、高精細デジタル画像とデジタル印刷
技術が生み出した学術的にも意義深い写真
集になっている。
　KM-1 の印刷が評価されたポイントは、

金、銀など金属的な色調と中間色と奥行き
感の再現力、さらには、色合いの安定性な
どによる。また、デジタル印刷のため校正
刷りと本刷りで色合いに差異が生じること
がなく、印刷立ち合いを省くこともでき、
重版の場合でも色調整のために多くの時間
とヤレ紙を使うという手間やコストが削減
できることも評価された。
　・判型／頁：B2 判 302 頁
　・定価／ 360,000 円（税抜き）

　全印工連 CSR 認定第 31 期「ワンス
ター認定」募集が８月３日〜 10 月 30
日まで行なわれている。
　〇応募資格：全印工連 CSR 認定規格
が定める CSR の取り組みを行なう企業。
　〇募集期間：８月３日（月）〜 10 月
30 日（金）
　〇申請書類は、応募申込書到着後、全
印工連より申請書類が送られてくるの
で、次の①〜⑤を提出する。① CSR 取
り組み項目チェックリスト、②法令遵守
宣誓書（所定様式）、③納税証明書（税
務署が交付した証明書）、④過去 3 年の
行政処分がない宣誓書（所定様式）、⑤
添付書類（CSR 取り組みチェックリス
トでチェックした項目を証明する書類）。
　〇ワンスター認定は CSR 認定の標準
認定であり、審査機関の横浜市立大学
CSR センターが書類審査を実施し、外

部の有識者で構成する全印工連 CSR 認
定委員会において認定される。認定企業
は CSR マークを使用することができる。
　〇認定費用（例）は、従業員 1 〜 9
名 の 企 業 で は 50,000 円、10 〜 19
名 で は 55,000 円、20 〜 29 名 で は
60,000 円（税別）と、従業員規模によ
り異なる。　
　〇詳細については、全印工連 CSR 認
定事務局 TEL03-3552-4571 まで。HP
は全印工連 CSR で検索。
　※ 2020 年 7 月現在 CSR 認定企業は
117 社。
　愛印工組認定企業 ○スリースター認
定：新日本印刷㈱、○ツースター認定：
㈱マルワ、○ワンスター認定：㈱二和印
刷紙業／木野瀬印刷㈱／半田中央印刷㈱
／豊橋合同印刷㈱／㈱愛知印刷工業／㈱
荒川印刷／大信印刷㈱

　惑星表面の柔軟地盤の重力依存性調査
「Hourglass ミッション」は、国際宇宙ス
テーション（ISS）・「きぼう」日本実験棟
に搭載された人工重力発生装置により生み
出される低重力環境下で、月の模擬レゴリ
ス等の 8 種類の粉粒体がどのような挙動
を示すかを調査するミッションで、実験で
得られたデータは月・惑星土質力学などの
構築に役立てられ、将来的には月・惑星の
探査に使用されるローバ（月面探査車）や
着陸機などの開発のための基礎研究とし
て、今後の宇宙開発分野において、大きく
貢献が期待されている。
http://taibi.jugem.jp/?eid=420

　㈱光文堂主催の新春恒例の第 57 回光文
堂新春機材展「PrintDoors2021」の出
展社募集が開始された。印刷・情報産業の
現在と未来を知る 2 日間とし、開催日は
2021 年 1 月 26 日（火）、27 日（水）の
両日。機材展に併せ、印刷ビジネス交流コ
ーナー「コラボレーション展」も同時開催
される。
なお、この 57 回に限り開場が従来の吹上
ホールから金城ふ頭にある「ポートメッセ
なごや（名古屋国際展示場）」3 号館になる。
　出展などに関する問い合せは、光文堂新
春機材展事務局 TEL052(331)4113 まで。

太美工芸㈱（野田哲也社長）のステッカー
が JAXA（宇宙航空研究開発機構）の大槻
真嗣准教授（宇宙科学研究所）が行なって
いる「Hourglass（砂時計）ミッション」
に採用された。

■全印工連CSR認定　第31期「ワンスター認定」募集

小学館SUMO本「東大寺」

宇宙へ行った太美工芸のステッカー
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本社／名古屋本店／東京支店／大阪支店／福岡支店／
仙台支店／横浜支店／静岡支店／金沢支店／神戸支店／
広島支店／鹿児島支店／札幌営業所／青森営業所／浜松営業所
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